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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

（注）１．営業収入には、消費税等は含まれておりません。 

２．当社は第３期より連結財務諸表を作成しております。 

３．第３期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

    ４．第５期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５．第３期の株価収益率については、当社株式は非上場でありますので記載しておりません。 

６．第３期中の平成16年12月１日付で連結子会社である有限会社メディカルクリエイト他９社を吸収合併し、子会

社がなくなったため、第３期は連結損益計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりますが、連

結貸借対照表及び連結剰余金計算書は作成しておりません。また従業員数についても同様の理由により記載し

ておりません。 

      ７. 第４期については、子会社がないため連結財務諸表を作成しておりません。また従業員数についても同様の理

     由により記載しておりません。 

    ８. 従業員数は、就業人員数であり、臨時雇用者数は年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

９．当社は平成18年４月17日付で１株を20株とする株式分割を行っております。 

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 

決算年月 平成15年3月 平成16年3月 平成17年3月 平成18年3月 平成19年3月 

営業収入 （千円） ― ― 1,672,077 ― 3,164,071 

経常利益又は 

経常損失（△） 
（千円） ― ― △247,941 ― 414,794 

当期純利益又は 

当期純損失（△） 
（千円） ― ― △255,906 ― 200,797 

純資産額 （千円） ― ― ― ― 718,846 

総資産額 （千円） ― ― ― ― 2,338,275 

１株当たり純資産額 （円） ― ― ― ― 31,723.17 

１株当たり当期純利益又

は１株当たり当期純損失

（△） 

（円） ― ― △435,955.74 ― 9,589.62 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 
（円） ― ― ― ― ― 

自己資本比率 （％） ― ― ― ― 30.7 

自己資本利益率 （％） ― ― ― ― 45.4 

株価収益率 （倍） ― ― ― ― 34.2 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） ― ― △291,166 ― 456,787 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） ― ― △453,894 ― △93,313 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） ― ― 669,848 ― 185,835 

現金及び現金同等物の期

末残高 
（千円） ― ― 141,801 ― 1,066,028 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
（人） 

― 

(―) 

― 

(―) 

― 

(―) 

― 

(―) 

331 

(184) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．当社は平成14年６月17日設立のため、第１期は平成14年６月17日から平成15年３月31日までの９ヶ月と15日

の決算になっております。 

２．第１期の営業収入には、消費税等は含まれておりますが、第２期以降の営業収入には、消費税等は含まれて

おりません。 

３．第２期及び第４期から第５期までの潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

     ４．第３期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であり、また潜在株式が

      存在しないため記載しておりません。 

５．第３期の自己資本利益率については、平均純資産額がマイナスのため記載しておりません。 

６．第１期から第４期までの株価収益率については、当社株式は非上場でありますので記載しておりません。 

７．当社は平成15年５月31日に有限会社から株式会社へ組織変更いたしました。 

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 

決算年月 平成15年3月 平成16年3月 平成17年3月 平成18年3月 平成19年3月 

営業収入 （千円） 32,189 165,768 1,088,677 2,797,417 3,159,606 

経常利益又は 

経常損失（△） 
（千円） △538 17,813 △279,463 286,467 440,501 

当期純利益又は 

当期純損失（△） 
（千円） △258 11,193 △367,738 316,104 209,957 

資本金 （千円） 10,000 10,000 50,000 129,550 304,375 

発行済株式総数 （株） ― 200 1,000 1,043 22,660 

純資産額 （千円） 9,741 20,934 △306,804 166,582 728,007 

総資産額 （千円） 75,111 292,772 1,267,605 1,761,930 2,346,365 

１株当たり純資産額 （円） ― 104,672.41 △306,804.22 159,714.91 32,127.43 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配

当額） 

（円） 
― 

(―) 

― 

(―) 

― 

(―) 

― 

(―) 

1,000 

(―) 

１株当たり当期純利益又

は１株当たり当期純損失

（△） 

（円） ― 55,965.03 △626,471.39 309,299.54 10,027.11 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益 
（円） ― ― ― ― ― 

自己資本比率 （％） 13.0 7.2 △24.2 9.5 31.0 

自己資本利益率 （％） △2.6 53.5 ― 189.8 46.9 

株価収益率 （倍） ― ― ― ― 32.7 

配当性向 （％） ― ― ― ― 10.0 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） ― ― ― 327,385 ― 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） ― ― ― △44,068 ― 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） ― ― ― 91,598 ― 

現金及び現金同等物の期

末残高 
（千円） ― ― ― 516,717 ― 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数) 
（人） 

19 

(4) 

35 

(7) 

318 

(31) 

338 

(111) 

330 

(184) 



８．第１期については、当社が有限会社であったため、発行済株式総数並びに１株当たり情報を記載しておりま

せん。  

     ９. 第３期及び第５期は、連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動に

            よるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高は記載し

            ておりません。 

     10．従業員数は、就業人員数であり、臨時雇用者数は年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

 11．第３期以降の財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき、新日本監査法人の監査を受け

ておりますが、第１期及び第２期の財務諸表については、監査を受けておりません。 

 12．当社は平成18年４月17日付で１株を20株とする株式分割を行っております。 



２【沿革】 

年月 事項 

平成14年6月 医療法人医仁会理事長山根洋一が介護事業への参入を目的として広島市中区猫屋町に有限会社や

まねメディカルを設立 

平成14年9月 東京都目黒区にデイサービスセンター(以下「ＤＳ」といいます)なごやか目黒を開設（直営事業

を開始） 

平成14年12月 東京都葛飾区に子会社㈲ケアクリエイトによりＤＳなごやか葛飾を開設 

平成14年12月 東京都板橋区に子会社㈲メディカルクリエイトによりＤＳなごやか板橋を開設 

平成15年1月 東京都大田区に子会社㈲すばるによりＤＳなごやか大田を開設 

平成15年1月 東京都杉並区に子会社㈲クウォークによりＤＳなごやか杉並を開設 

平成15年3月 静岡県浜松市に子会社㈲ぷらてれすによりＤＳなごやかホット浜松を開設 

平成15年4月 東京都世田谷区に子会社㈲ウエッジによりＤＳなごやか世田谷を開設 

平成15年5月 有限会社やまねメディカルを株式会社に組織変更 

平成15年10月 東京都江戸川区に子会社㈲オーワンによりＤＳなごやか江戸川を開設 

平成15年10月 東京都中央区日本橋に東京本部開設 

平成15年10月 東京都西東京市に子会社㈲ＮＹＭによりＤＳなごやか西東京を開設 

平成15年10月 株式会社慶応ゼミナールと最初のフランチャイズ契約を締結 

平成15年12月 東京都小平市に子会社㈲ＫＹＭによりＤＳなごやか小平を開設 

平成15年12月 東京都港区に子会社㈲ＳＹＭによりＤＳなごやか白金を開設 

平成15年12月 横浜市神奈川区にＤＳなごやか神奈川を開設（㈲ケアクリエイト） 

平成16年1月 東京都文京区にＤＳなごやか千石を開設（㈲メディカルクリエイト） 

平成16年1月 

平成16年1月 

東京都品川区にＤＳなごやか大井を開設（㈲すばる） 

千葉市中央区にフランチャイズ1号施設ＤＳなごやか千葉中央を開設（㈱慶応ゼミナール） 

平成16年2月 東京都新宿区にＤＳなごやか新宿を開設（㈲クウォーク） 

平成16年2月 東京都狛江市にＤＳなごやか狛江を開設（㈲ウエッジ） 

平成16年3月 横浜市西区にＤＳなごやか西横浜を開設（㈲オーワン） 

平成16年5月 東京都および神奈川県にＤＳなごやか練馬他３施設を開設 

平成16年6月 東京都および神奈川県にＤＳなごやか小岩他１施設を開設 

平成16年7月 神奈川県および東京都にＤＳなごやか保土ヶ谷他４施設を開設 

平成16年8月 東京都および神奈川県にＤＳなごやか中村橋他５設を開設 

平成16年8月 医療法人医仁会からＤＳなごやか豊橋（愛知県豊橋市）並びにＤＳなごやか墨田（東京都墨田区）

を買い取り 

平成16年10月 東京都江戸川区にＤＳなごやか葛西を開設 

平成16年12月 子会社10社を吸収合併 

平成17年4月 東京都新宿区にＤＳなごやか飯田橋を開設 

平成17年6月 

平成17年6月 

東京都北区にＤＳなごやか東十条を開設 

人材紹介事業を開始 

平成17年8月 株式会社慶応ゼミナールからＤＳなごやか習志野（千葉県習志野市）を買い取り 

平成17年11月 東京都葛飾区にＤＳなごやか立石を開設 

平成17年12月 横浜市西区にＤＳなごやか西横浜第二を開設 

平成18年4月 子会社㈱オーワンを設立 

平成18年4月 子会社㈱キャリアアップを設立 

平成18年4月 ＤＳなごやかホット浜松を閉鎖 

平成18年5月 

平成18年8月 

平成18年9月 

東京都杉並区にＤＳなごやか下井草を開設 

東京都新宿区にＤＳなごやか新宿御苑を開設 

ＤＳなごやか葛飾を閉鎖 

平成19年3月 大阪証券取引所ヘラクレスに株式を上場 



３【事業の内容】 

  

    当社グループは、コア事業として通所介護サービス業務を営む株式会社やまねメディカル、及び有料人材紹介事業

  を営む株式会社キャリアアップ並びにＩＴ事業を営む株式会社オーワンの子会社２社により構成されております。 

   当社グループが展開する主な事業は以下のとおりであります。 

  

    (１) 通所介護事業 

          当社グループは、「デイサービスセンターなごやか」のブランド名にて、直営の通所介護施設（デイサービ 

         スセンター）を、首都圏を中心に42箇所（平成19年３月31日現在）展開しております。当施設では、介護保険 

     制度による要介護及び要支援の認定を受けたご利用者に対し、ご自宅から施設までの送迎、入浴及び食事のお 

         世話、レクリエーションや介護予防などの介護サービスの提供を行っております。 

        「デイサービスセンターなごやか」では、「ご利用者の満足とＱＯＬ（quality of life：生活の豊かさ）の向

         上のためのベストサービスの提供」を施設のサービス理念として掲げております。 

           この理念は、①介護を必要とするご利用者とご家族の方々にご満足いただける介護サービスを提供するこ 

     と、②毎日の生活がより豊かなものになるように、また、日常介護に携わる方々の負担が軽減するように、介 

         護サービスを通じてご利用者を応援すること、③「S・S・V・C」(サービス・安全・付加価値・清潔)の向上に 

         努め、ベストサービスを提供すること、の３項目から成っております。 

           以上のサービス理念にもとづき、「デイサービスセンターなごやか」では、介護スタッフ全員が、ご利用者 

         を「介護を通じておもてなしする」心で接しております。 

           また、ご利用者の要介護状態を悪化させないことを目的とした介護予防の最も有効なツールとしての機能訓 

         練を特に重視しており、これが当社の競争力の一有力要因となっております。 

  

    (２) フランチャイズ事業 

           事業所の速やかな全国展開は、当社単独では限界があります。質の高い通所介護サービスが全国どの地域で 

         も均一に提供できる仕組みとして、当社の理念に共鳴いただける事業者に対し当社のノウハウを提供し、「な 

         ごやか」の同一ブランド名にてフランチャイズ展開を図っております。平成19年３月31日現在フランチャイズ 

         事業所は10施設となっております。 

  

    (３) 人材紹介事業  

         主に介護・看護職で転職を希望される方々のキャリアアップと、求人企業のクオリティアップを支援するこ 

         とを目的として、平成18年４月に会社分割の方法により株式会社キャリアアップを設立して子会社化し、人材 

         紹介事業を行っております。 

  

   (４) ＩＴ事業 

           インターネットを利用した各種情報を提供することを目的として、平成18年４月に会社分割の方法により株 

         式会社オーワンを設立して子会社化し、ＩＴ事業を行っております。 

  

          以上に述べました当社グループの事業内容と当該事業に係る事項を事業系統図によって示すと次のとおりで 

         あります。 

  



［事業系統図］ 



４【関係会社の状況】 

５【従業員の状況】 

  （１）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー）は、年間の平均人員を（ ）外数で記載して

おります。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属し 

ているものであります。 

 (２）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー）は、年間の平均人員を（ ）外数で記載して

おります。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(３）労働組合の状況 

   労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 資本金（千円） 主要な事業の内
容 

議決権の所有割
合又は被所有割
合（％） 

関係内容 

（連結子会社） 

(株)オーワン 

        

広島市中区 

  

    30,000 

インターネット

を利用した各種

情報提供サービ

ス事業・広告代

理事業及び広告

の企画制作 

  

100 

 

当社内情報システ

ムの保守管理をし

ております。 

役員の兼任（１

名）。 

(株)キャリア 

    アップ 

東京都中央区 30,000 人材紹介事業・

労働者派遣事業

法に基づく労働

者派遣事業 

100 当社へ介護職員を

紹介、派遣をして

おります。 

役員の兼任（１

名）。 

  平成19年３月31日現在

      事業部門等の名称          従業員数         （ 人） 

通所介護事業 301（177） 

全 社 (共通) 30 （7） 

合    計 331（184） 

  平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

330（ 184 ） 38.1 1.9 3,219,081 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(１) 業績  

    当連結会計年度におけるわが国経済は、好調な企業業績と世界的な需要増加による設備投資の増加を牽引力と

  して、着実な拡大基調を持続いたしました。また企業収益の好調が雇用及び所得環境の改善にも漸次波及するこ

  とに伴い個人消費もゆるやかながら回復し、民間主導の長期景気上昇の局面となりました。 

   一方、当社をめぐる介護関連業界は、平成18年４月施行の新介護保険法及び介護報酬改定により、利用者単価

  が大幅に低下する厳しい事業環境に直面いたしました。この間、当社も当連結会計年度の第１四半期は、新制度

  導入前後における諸般の混乱に伴いご利用者の増加が鈍化したことに加え、単価の低下も重なって、通所介護サ

  ービス事業の収益は停滞を余儀なくされました。 

   これに対処して当社グループは、経営環境の変化に適応するため、事業運営全般にわたる生産性の向上と経営

  資源の重点的配分に努めました結果、第２四半期以降の業績は再び着実な成長の軌道に復しました。 

      このような事業環境のなか、当社グループでは、通所介護事業においては５月に東京都杉並区にデイサービス

    センター（以下「ＤＳ」といいます）なごやか下井草を、８月には東京都新宿区にＤＳなごやか新宿御苑をそれ

    ぞれ開設いたしました。一方、４月には当社唯一の小規模施設であったＤＳなごやか浜松を、９月には賃借物件

    の老朽化が課題となっていたＤＳなごやか葛飾をそれぞれ閉鎖いたしました。この結果、当連結会計年度末にお

    いて42箇所の直営ＤＳを展開しております。フランチャイズ事業においては、当連結会計年度中に、フランチャ

    イズ契約が１社解消し、また１箇所のＤＳを閉鎖いたしました。この結果、当連結会計年度末において10箇所の

    フランチャイズによるＤＳを展開しております。 

      また、当社グループは、人材紹介事業とＩＴ事業の自立化と効率化を目的として、平成18年４月６日付で会社

    分割の方法によりそれぞれを分離独立させ、人材紹介事業については株式会社キャリアアップを、ＩＴ事業につ

    いては株式会社オーワンを設立し、子会社といたしました。 

      以上の結果、当連結会計年度における当社グループの営業収入は3,164,071千円、営業利益は464,944千円、経

    常利益は414,794千円、当期純利益は200,797千円となりました。 

  

      事業部門等の業績は次のとおりであります。 

    （通所介護事業） 

     ５月に東京都杉並区にＤＳなごやか下井草を、８月には東京都新宿区にＤＳなごやか新宿御苑をそれぞれ開設

    いたしました。一方、４月にはＤＳなごやかホット浜松を、９月にはＤＳなごやか葛飾を閉鎖いたしました。こ

    のように当連結会計年度におきましては、２施設の開設と２施設の閉鎖を実施し、直営ＤＳを42箇所で展開して

    おります。また、既存施設の契約者数は順調に増加し、業容は順調に拡大しました。 

     以上の結果、当事業の営業収入は3,129,318千円となりました。 

  

    （フランチャイズ事業） 

     ７月に静岡県富士市において１箇所のＤＳを運営していた(有)花夢花夢とのフランチャイズ契約を解消いたし

    ました。また、７月に(有)ケアサービスなごやかが山形県酒田市において運営していたＤＳ１箇所を閉鎖いたし

    ました。これらによりまして平成19年３月31日現在におきましては10箇所のフランチャイズによるＤＳを展開し

    ております。 

     以上の結果、当事業の営業収入は26,055千円となりました。 

  

    （人材紹介事業） 

     ４月に人材紹介事業の自立化と効率化を図ることを目的として、同事業部門を会社分割の方法により分離独立

    させ、株式会社キャリアアップを設立し子会社といたしました。 

     以上の結果、当事業の営業収入は8,193千円となりました。 

  

    （ＩＴ事業） 

     ４月にＩＴ事業（インターネットを利用した各種情報提供サービス事業）の自立化と効率化を図ることを目的

    として、同事業部門を会社分割の方法により分離独立させ、株式会社オーワンを設立し子会社といたしました。

     以上の結果、当事業の営業収入は503千円となりました。 

  

     なお、前事業年度は子会社がなく連結財務諸表を作成していないため、前年同期との比較分析は行っておりま

    せん。（以下「（２）キャッシュ・フロー」においても同じ。) 

 

  



  （２） キャッシュ・フロー 

     当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は549,310千円増加し、1,066,028千円

    となりました。 

     当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

    （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

     営業活動の結果得られた資金は、456,787千円となりました。 

     これは主に、通所介護事業・フランチャイズ事業の業績が堅調に推移したことによる税金等調整前当期純利益

    の増加によるものです。 

  

    （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

     投資活動の結果使用した資金は、93,313千円となりました。 

     こらは主に、通所介護事業のための新規の施設を開設及び既存施設の改修などによる有形固定資産の取得によ

    る支出によるものであります。 

  

    （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

     財務活動の結果得られた資金は、185,835千円となりました。 

     これは主に、平成19年３月に公募により新株式を発行し増資したこと及び借入金の返済を進めたことによるも

    のであります。 

   



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

   当社グループは、在宅介護事業のうち通所介護事業を行っており、該当事項はありません。 

(2）受注状況 

   当社グループは、在宅介護事業のうち通所介護事業を行っており、該当事項はありません。 

(3）販売実績 

      当連結会計年度の販売実績を事業部門等ごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

        ２．セグメント間の取引は、相殺消去しております。 

        ３．当社グループは、主に一般顧客を対象とした通所介護事業を行っておりますので、 

            特定の販売先はありません。 

     ４. 前事業年度は子会社がなく連結財務諸表を作成していないため、前年同期との比較 

      分析は行っておりません。 

  

事業部門等の名称 
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

通所介護事業（千円） 3,129,318 

フランチャイズ事業（千円） 26,055 

人材紹介事業（千円） 8,193 

IT事業（千円） 503 

合計（千円） 3,164,071 



３【対処すべき課題】 

   当連結会計年度初頭の平成18年４月に施行された新介護保険法と介護報酬の改定は、高齢社会の急速な進行に伴っ

  て要介護者の加速的な増加が予想される間にあって、介護保険制度の健全性を維持し、財政負担増を極力抑制するこ

  とを目的としたものであります。今後一段と増大する介護のニーズに対応し得る保険制度を構築するために、介護報

  酬の抑制という基本的行政方針が持続されることは不可避と考えられます。 

    このような環境に対処して、介護事業活動の生産性を高め経済価値を創出することにより、高品質のサービス提供

    と事業の継続性を確保し、市場経済の枠組みに適応できる事業体質を構築することが当社の課題であり、これが同時

    に介護保険財政や国家財政の改善にも貢献し、企業の社会的責任を果たす正道と認識しております。 

      以上の課題を踏まえて、当社グループは「経済価値の創出による、企業価値の創造と向上」を目標とし、その実現

    のために「地道な企業活動による企業価値創造経営の実践」を基本方針としております。また企業価値の継続的な向

    上を図るには、競争力・生産性・適応力を高めることが不可欠であり、その実現のため具体的に以下の施策に取り組

    んでおります。 

  

   (１) 経済価値(Economic Profit)の創出 

     ①  収益力の向上:次の施策により、資本コストを上回る投下資本利益率の確保による経済価値の創出を可能とす

    る収益力の強化を実行しております。 

      ⅰ) 「高品質」「高付加価値」サービスの提供による競争力の強化 

      ⅱ) 低コストオペレーションの実践等による生産性の向上 

    ②  資本コストの低減：株主資本と有利子負債の資本構成の最適化を図ります。  

  

   (２) 成長性の確保 

    ①  一定水準の施設の新設をマーケティングに基づいて継続することにより、事業の成長性を確保します。 

       ②  各施設の生産性・収益力を向上させることにより、利益の成長性を確保します。 

  

    (３) 企業の継続性の確保 

     ①  経営環境の変化への適応：今後の介護保険法の見直しと介護報酬の改定、競合の激化等の経営環境の変化に 

   対処して、競争力・生産性・適応力をさらに強化いたします。 

   ②  企業スピリッツの浸透：企業理念、行動規範、就業十訓の徹底により、企業スピリッツの浸透を図ります。 

  

(４) 法令遵守、安全運営、有能な人材の確保と育成  

         当社グループでは、事業活動を行ううえで特に重要なこの３つの事項について、それぞれの活動状況と成果を 

  を監督する全社横断的な次の３つの委員会を設置しております。 

    ①  法令遵守：コンプライアンス委員会 

   ②  安全運営：安全運営推進委員会 

   ③  有能な人材の確保と育成：教育委員会  

  



４【事業等のリスク】 

     有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

  能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

     なお、文中の将来に関する事項は、当期連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

    

（１）法令及び行政に関連するリスク 

 ①  介護保険法の改正等について 

         当社グループの事業は、介護保険法の適用を受ける通所介護事業に特化しており、その報酬の9割は、介護保 

        険により給付されます。したがって当社グループの事業は、介護保険制度の改正及び介護報酬の改定の影響を強

        く受けます。平成18年４月、改正介護保険法が施行され、介護度に関する従来の認定区分の再編、新予防給付の

        創設、介護報酬の改定等が実施されました。この法改正に伴う諸般の混乱と利用単価の低下により、業界全体の

        業況が予想以上の影響を受けました。 

         このような介護保険法及び関連法令の改正、並びに介護報酬の改定等が今後も行われる可能性があります。そ

        の内容と時期についてはいまだ具体的ではありませんが、介護報酬の減額などこれらの改正・改定等によって当

        社グループの事業成長及び業績に影響が及ぶ可能性があります。 

  

      ②  介護保険法に基づく指定等について 

      当社グループの運営する施設は、介護保険法第70条により都道府県知事の指定を受け、通所介護事業を行って

        おります。これらの指定に関しては、平成18年４月に改正施行された介護保険法でその有効期限を６年と定めら

        れております。また、介護保険法第77条に指定の取消し事由として、設備基準・人員基準等の各種基準の不充足

        のほか、介護報酬の不正請求、帳簿書類等の虚偽報告、検査の忌避等が定められております。現在当社グループ

        では、これらの指定取消し事由に該当する事実は発生しておりません。 

          今後も引き続き関係法令の遵守に努める所存でありますが、万が一、取消し事由に該当する事実が発生した場

        合には、上記指定が取消されることとなり、当社グループの事業の継続に影響を及ぼす可能性があります。 

  

      ③  施設設置基準について 

      当社グループは、通所介護施設(デイサービスセンター)直営42箇所を運営しております(これらの他に、フラ 

        ンチャイジーによって10箇所の施設が運用されております)が、通所介護施設については、人員、設備等に関し 

        て「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準(平成11年３月31日厚生省令37)」により各種

        基準が定められております。介護保険法上の通所介護事業者となるためには、設備基準として食堂及び機能訓練

        室、相談室、事務室、その他必要な設備及び備品を設けること、また、人員基準として利用定員が11人以上の事

        業所の場合、生活相談員、看護職員、介護職員、管理者を配置することとされており、さらに個別機能訓練加算

        を請求するときには、機能訓練指導員を配置する必要があります。 

          現在開設済みの施設(フランチャイズ施設を含む)は、上記基準の定めるすべての基準を満たしておりますが、

        今後欠員が生じた場合や上記基準の変更により追加的な人員補充が必要となった場合等、上記基準を満たせなく

        なった場合には、現在提供している介護サービスに対する介護報酬が通常より減額されるなどにより、当社グル

    ープの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

（２）外部要因に関するリスク 

 ① 競合について 

          高齢化の進行に伴う要介護者の増加に加え、在宅介護及び介護予防を重視する行政方針から、通所介護サービ

        スは成長性の高い市場とみられております。それだけに、同業事業者や異業種企業からの新規参入が多く、今後

        さらに増加することも予想されます。このような新規参入と既存事業者の施設増設により競合が激化した場合、

        業績に少なからず影響を与える可能性があります。 

  

 ② 介護労働力不足について 

        当社グループが、事業規模を維持・拡大していくためには、それに見合った人員の確保が必要となります。 

        介護保険事業の拡大に伴い、介護労働市場においては有効求人倍率が２倍に達し、慢性的な供給不足の状態にあ

        ります。当社グループはスキルの高い人材確保に万全の体制で臨んでおりますが、万一、人材獲得が期待通りに

        進捗しない場合には、事業成長が制約される可能性があります。また、人件費高騰に伴うコスト増加が業績に影

        響を与える可能性もあります。 

  



     ③ 自然災害や感染症の流行について 

         地震、台風、大雨、大雪等の自然災害が発生し、やむなく業務を停止せざる得なくなる場合、また、インフル

        エンザ等の感染症が流行した場合には、ご利用者が当社グループの施設の利用を控えることが予想され、いずれ

        も業績に影響を与える可能性があります。 

  

      ④ 風評等の影響について 

      介護サービス事業は、ご利用者及びその介護に関わる方々との信頼関係やそうした方々の評判が、当社グルー

        プの事業運営に大きな影響を与えると認識しております。従業員に対しては、ご利用者の信頼を得られる質の高

        いサービスを提供するよう日ごろから指導・教育をしておりますが、何らかの理由により当社グループについて

        ネガティブな情報や風評が流れた場合には、業績に悪影響を与える可能性があります。 

  

（３）内部要因に関するリスク 

 ① 高齢者介護に付随する安全管理について 

         当社グループが提供する介護サービスは、主に要介護認定を受けた高齢者等に対するものであることから、安

        全運営を最優先として、サービスの提供に細心の注意を払い、従業員の教育指導はもとより、運営ノウハウが蓄

        積された業務マニュアルの遵守を徹底するなど、事故の予防に万全を期しております。しかしながら、万一、介

    護サービス提供時に事故やご利用者の体調悪化等が発生し、当社グループに過失責任が問われるような事態が生

    じた場合は、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

  

    ② 個人情報管理について 

      当社グループが提供しているサービスは業務上、重要な個人情報を取り扱います。当社グループは、ご利用者

        情報については十分な管理を行っておりますが、万一ご利用者の情報が外部に流出した場合には、当社グループ

        の信用力が低下し、業績に悪影響を与える可能性があります。 

  



５【経営上の重要な契約等】 

  

 （フランチャイズ契約について） 

  

    当社は、全国の介護を必要とする人が良質なサービスを受けられるよう、当社が築いてきたデイサービスセン 

   ターの経営並びに運営ノウハウを提供することを通じて、「デイサービスなごやか」のフランチャイズ展開を図 

   っております。 

   契約内容は、当社がデイサービスセンターの経営・運営の指導を行う対価として加盟料（平成16年４月以前の 

   契約は１件100万円、平成16年５月以降平成17年３月までの契約は１件150万円、平成17年４月以降の契約は１件 

   180万円）並びにロイヤリティー（介護報酬額の５％から８％）を徴求すること等を定めたものであります。契約

  期間は５年間で、その後は３年の自動更新となっております。 

６【研究開発活動】 

 当社は通所介護事業を行っており、該当事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

   当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。 

    なお、前事業年度は子会社がなく連結財務諸表を作成していないため、前年同期との比較分析は行っておりませ 

  ん。 

  (１) 財政状態に関する分析 

  

       (財政状態の概要) 

     当連結会計年度末における資産合計は、2,338,275千円となり、資産の内訳につきましては、流動資産1,697,426

    千円、固定資産が640,849千円であります。また、負債合計は、1,619,428千円となり、負債の内訳につきまして 

    は、流動負債が1,043,804千円、固定負債が575,624千円であります。純資産合計は、718,846千円であり、純資産 

    の内訳は、資本金が304,375千円、資本剰余金が254,375千円、利益剰余金が160,096千円であります。 

    これらの主要因をそれぞれについてみると次のとおりであります。 

    (資産の部) 

      ①  流動資産 

    ⅰ)  現金及び預金残高が1,066,028千円あり、これは平成19年３月に公募により新株式の発行による増資を 

     行ったことが主因となっており、今後の事業拡大の資金として、また、介護報酬請求事務が何らかの事情 

     で遅延した際のリスクに備え、十分な流動性を保有するためであります。 

   ⅱ) 営業未収入金が567,904千円あり、資産総額の24.3％を占めております。これは介護報酬が月末に当月分

     を集計して請求後、約２ケ月後に振り込まれるためであり、業容が拡大する局面では累増いたしますが、 

         遅延債権化のリスクはほとんどありません。 

   ② 固定資産 

   ⅰ)  建物及び構築物 

           建物の帳簿価額は造作費であり、主に通所介護事業の施設にかかるものであります。 

   ⅱ)  機械装置及び運搬具 

           車輌運搬具が720千円でありますが、当社グループでは通所介護事業において使用する送迎用車輌につき

         ましては、主にファイナンス・リース取引によっております。 

  

  (負債の部) 

        短期及び長期借入金にかかる借入金残高は1,136,390千円であり、有利子負債比率は48.5％であります。 

   (純資産の部) 

           当連結会計年度において増資を行ったこと及び当期純利益200,797千円の計上による内部留保の拡充により、

         株主資本が増加しております。 

  

   (キャッシュ・フローの状況) 

  

      当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、1,066,028千円となりました。各キ 

        ャッシュ・フローの状況と要因は次のとおりであります。 

  

   （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

           営業活動の結果得られた資金は、456,787千円となりました。 

      これは主に、通所介護事業・フランチャイズ事業の業績が堅調に推移したことによる税金等調整前当期純利 

         益の増加によるものであります。 

   （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

           投資活動の結果使用した資金は、93,313千円となりました。 

      これは主に、通所介護事業のための新規の施設を開設及び既存施設の改修などによる有形固定資産の取得に 

         よる支出によるものであります。 

  （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

       財務活動の結果得られた資金は、185,835千円となりました。 

      これは主に、平成19年３月に公募により新株式を発行し増資したこと及び借入金の返済を進めたことによる 

         ものであります。 

  

  



   (２) 経営成績に関する分析 

  

         当連結会計年度における当社グループの営業収入は3,164,071千円、営業利益は464,944千円、経常利益は 

    414,794千円、当期純利益は200,797千円となりました。 

        この経営成績に関する分析は以下のとおりであります。 

        ① 営業収入は、既存施設と新設２施設の登録者数の着実な増加を反映したものであります。 

         ② 営業利益及び経常利益は、各施設における生産性の向上を通じて営業原価率が75.6%にとどまったこと、適

      正なコスト管理により営業収入対販管費率を9.7%に抑制し得たことを反映したものであります。 

             なお、その他経営成績に関する分析につきましては、「第２ （事業の状況） １（業績等の概要）」をご

           参照ください。 

  



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

      当社グループの当連結会計年度におきましては、主たる事業である通所介護事業について、５月に東京都杉並区に

  「なごやか下井草」及び８月に東京都新宿区に「なごやか新宿御苑」の２施設のデイサービスセンターを開設し、 

  「なごやか大田」他の複数の施設において経常的な改修工事を実施いたしました。また、４月に静岡県浜松市の「な

  ごやか浜松」及び９月に東京都葛飾区の「なごやか葛飾」の２施設のデイサービスセンターを閉鎖いたしました。 

   これらの結果、当連結会計年度における設備投資等の総額は68,203千円、施設の閉鎖による除却等の金額の総額は

  24,680千円、「なごやか浜松」の施設の閉鎖に伴う土地建物売却収入は15,520千円となりました。 

  



２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1）提出会社 

  平成19年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（名） 建物及び 

構築物 
車輌運搬
具 

工具器具
備品 

合計 

本社・本部（東京

都中央区） 
全社（共通） 本社 523 － 8,035 8,558 

23 

(0)

本社・本部（広島

市中区） 
全社（共通） 本社 1,029 － 1,231 2,261 

7 

(7) 

東京都（城東地

区） 

なごやか墨田他５ 

事業所 

通所介護事業 
デイサービ

スセンター 
62,662 419 5,138 68,220 

49 

(33) 

東京都（城西地

区） 

なごやか杉並他５

事業所 

通所介護事業 
デイサービ

スセンター 
63,391 － 2,200 65,592 

45 

(23)

東京都（城南地

区） 

なごやか目黒他５

事業所 

通所介護事業 
デイサービ

スセンター 
55,567 301 4,408 60,276 

43 

(35)

東京都（城北地

区） 

なごやか板橋他６

事業所 

通所介護事業 
デイサービ

スセンター 
64,011 － 5,227 69,239 

46 

(44)

東京都（多摩地

区） 

なごやか西東京他

４事業所 

通所介護事業 
デイサービ

スセンター 
48,918 － 2,838 51,756 

35 

(30)

横浜市 

なごやか神奈川他

６事業所 

通所介護事業 
デイサービ

スセンター 
80,327 － 6,478 86,805 

48 

(32)

川崎市 

なごやか高津他２

事業所 

通所介護事業 
デイサービ

スセンター 
29,619 － 2,272 31,891 

20 

(10)

習志野市 

なごやか習志野 
通所介護事業 

デイサービ

スセンター 
5,644 － 68 5,712 

7 

(2)

中部地区 

なごやか豊橋 
通所介護事業 

デイサービ

スセンター 
37,205 － 464 37,669 

7 

(1)

合計 448,901 720 38,363 487,985 
330 

(217)



(2）国内子会社 

 （注）１．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２．当社の設備については賃借を原則としており、建物の帳簿価格は造作費であります。なお、年間賃借料は 

306,282千円であります。 

３．現在休止中の設備はありません。 

４．従業員数の（ ）は、年間平均の臨時雇用者数を外書しております。 

５．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（名） 建物及び

構築物 
車輌運搬
具 

工具器具
及び備品 

合計 

㈱キャリアアップ 
有料職業紹介

事業 
本社 － － 423 423 

0 

(0)

㈱オーワン  ＩＴ事業 本社 － － 511 511 
1 

(0)

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 
数量 
（台） 

リース期間 
（年） 

年間リース
料（千円） 

リース契約
残高 
（千円） 

東京都（23区） 

なごやか墨田他24

事業所 

通所介護事業 

車輌運搬具 

（所有権移転外ファイナン

ス・リース、オペレーティ

ング・リース） 

129台 １～６ 70,945 232,023 

東京都（多摩地

区） 

なごやか西東京他

４事業所 

通所介護事業 

車輌運搬具 

（所有権移転外ファイナン

ス・リース、オペレーティ

ング・リース） 

25台 １～６ 13,506 42,917 

横浜市 

なごやか神奈川他

６事業所 

通所介護事業 

車輌運搬具 

（所有権移転外ファイナン

ス・リース、オペレーティ

ング・リース） 

33台 １～６ 17,410 61,167 

川崎市 

なごやか高津他２

事業所 

通所介護事業 

車輌運搬具 

（所有権移転外ファイナン

ス・リース、オペレーティ

ング・リース） 

15台 １～６ 8,209 24,225 

習志野市 

なごやか習志野 
通所介護事業 

車輌運搬具 

（所有権移転外ファイナン

ス・リース、オペレーティ

ング・リース） 

5台 １～６ 2,992 13,370 

中部地区 

なごやか豊橋 
通所介護事業 

車輌運搬具 

（所有権移転外ファイナン

ス・リース、オペレーティ

ング・リース） 

3台 １～６ 1,148 4,381 

本社・本部（東京

都中央区） 
全社（共通） 

複写機 

（所有権移転外ファイナン

ス・リース） 

4台 ５～６ 828 3,144 

東京都（23区） 

なごやか墨田他24

事業所 

通所介護事業 

複写機 

（所有権移転外ファイナン

ス・リース） 

25台 ５～６ 4,857 18,411 

東京都（多摩地

区） 

なごやか西東京他

４事業所 

通所介護事業 

複写機 

（所有権移転外ファイナン

ス・リース） 

5台 ５～６ 868 3,038 

横浜市 

なごやか神奈川他

６事業所 

通所介護事業 

複写機 

（所有権移転外ファイナン

ス・リース） 

7台 ５～６ 1,236 4,359 

 



３【設備の新設、除却等の計画】 

   

   (1）重要な設備の新設 

     当連結会計年度末現在における重要な設備の新設の計画は次のとおりであります。 

(2）重要な設備の除売却等 

    経常的な設備の更新のための除売却等を除き、重要な設備の除売却等の計画はありません。 

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 
数量 
（台） 

リース期間 
（年） 

年間リース
料（千円） 

リース契約
残高 
（千円） 

川崎市 

なごやか高津他２

事業所 

通所介護事業 

複写機 

（所有権移転外ファイナン

ス・リース） 

3台 ５～６ 520 1,823 

習志野市 

なごやか習志野 
通所介護事業 

複写機 

（所有権移転外ファイナン

ス・リース） 

1台 ５ 173 607 

中部地区 

なごやか豊橋 
通所介護事業 

複写機 

（所有権移転外ファイナン

ス・リース） 

1台 ５ 173 607 

本社・本部（東京

都中央区） 
全社（共通） 

電話設備 

（所有権移転外ファイナン

ス・リース） 

一式 ５～７ 217 676 

本社・本部（広島

市中区） 
全社（共通） 

会計ソフト 

（所有権移転外ファイナン

ス・リース） 

一式 ５ 507 1,184 

横浜市 

なごやか金沢文庫

他１事業所 

通所介護事業 

電飾看板 

（所有権移転外ファイナン

ス・リース） 

2 ５～６ 228 845 

  平成19年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

投資予定額 
資金調達
方法 

着手年月 
完了予定
年月 

完成後
の収容
能力 
（人） 

総額 
（千円） 

既支払額 
（千円） 

 なごやか新小岩  通所介護事業 
デイサービ 

スセンター 
15,800 9,484 自己資金 

 平成19 

 ３月  

 平成19年 

 ５月  
 35～45 

 なごやか鶯谷  通所介護事業 
デイサービ

スセンター 
11,530 － 自己資金 

 平成19年 

 ４月  

 平成19年 

 ６月  
 20～25 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

(2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

        該当事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 80,000 

計 80,000 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成19年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年６月22日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 22,660 22,660 
大阪証券取引所 

（ヘラクレス） 
   （注）     

計 22,660 22,660 － －  



(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）1. 有限会社やまねメディカル出資金１口に対して株式会社やまねメディカル株式１株を割当てております。 

2. 有償株主割当(１：４) 

主な割当先 山根洋一 発行価格 50,000円 資本組入額 50,000円 

3. 有償第三者割当増資。 

主な割当先 株式会社中国銀行、中銀投資事業組合２号、同３号。 

発行価格 3,700,000円 資本組入額 1,850,000円 

4. 株式分割（１：20）によるものであります。 

5. 有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格   210,000円 

引受価額    194,250円 

資本組入額  174,825千円 

  払込金総額  349,650千円  

(5）【所有者別状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成15年５月31日 

(注)1 
200 200 10,000 10,000 ― ― 

平成16年10月６日 

(注)2 
800 1,000 40,000 50,000 ― ― 

平成17年９月26日 

(注)3 
43 1,043 79,550 129,550 79,550 79,550 

平成18年４月17日 

(注)4 
19,817 20,860 ― 129,550 ― 79,550 

平成19年３月16日 

(注)5 
1,800 22,660 174,825 304,375 174,825 254,375 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況 
単元未満株
式の状況 

  
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法

人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人) － 8 6 8 5 － 428 455 － 

所有株式数

（株） 
－ 1,183 89 66 317 － 21,005 22,660 － 

所有株式数の

割合（％） 
－ 5.22 0.39 0.29 1.40 － 92.70 100.00 － 



(6）【大株主の状況】 

 (注) 上記の信託銀行所有株式数のうち、当該銀行の信託業務に係る株式数は、次のとおりです。 

      日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 347株 

      日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 213株 

  

(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

  

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

 山根 洋一  東京都中央区 19,600 86.50 

 中銀投資事業組合３号  岡山県岡山市丸の内１丁目14番17号 440 1.94 

 日本マスタートラスト信託 

 銀行株式会社（信託口） 
 東京都港区浜松町２丁目11番３号 347 1.53 

 株式会社中国銀行  岡山県岡山市丸の内一丁目15番20号 300 1.32 

 ステート  ストリート バ 
  ンク  アンド  トラスト 
  カンパニー 
  （常任代理人 株式会社み 
  ずほコ－ポレ－ト銀行兜町 
  証券決済業務室） 

 P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101 U.S.A. 

 （東京都中央区日本橋兜町６番７号）  
215 0.95 

 日本トラスティ・サ－ビス 

 信託銀行株式会社（信託 

 口） 

 東京都中央区晴海１丁目８番11号 213 0.94 

 大阪証券金融株式会社  大阪市中央区北浜２丁目４番６号 195 0.86 

 岩崎 泰次  静岡市駿河区 160 0.71 

 ゴールドマン・サックス・ 
 インターナショナル 
 （常任代理人 ゴ－ルドマ 
 ン・サックス証券株式会社 
 東京支店） 

 133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB, U.K 

（東京都港区六本木６丁目10番１号六本木ヒルズ 

  森タワー）  

70 0.31 

 中銀投資事業組合２号  岡山県岡山市丸の内１丁目14番17号 60 0.26 

計 ―  21,600 95.32 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 22,660 
権利内容に何ら限定のない当 

社における標準となる株式 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数 22,660 ― ― 

総株主の議決権 ― 22,660 ― 



②【自己株式等】 

     第三者割当等による取得者の株式等の移動状況 

    平成17年９月26日の第三者割当増資により発行した株式の所有者から、大阪証券取引所の規則等により、当該株 

   式を公開（平成19年３月19日株式上場）後６ヶ月間保有する旨の確約書を得ております。なお、当該株式について 

   当該公開日から有価証券報告書の提出日までの間に、株式の移動は行われておりません。 

  

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】  該当事項はありません。 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

      当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして認識しております。同時に中長期的視点に立

    脚した企業価値とＴＲＳ(株主資本利回り)の持続的な向上を図るうえで、将来の事業展開と財務体質の強化のために

    必要な内部留保の充実とのバランスを確保しつつ、安定的な配当性向を維持することを基本方針としてまいります。

    当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。 

   これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

     上記の方針に基づき、当第５期事業年度の配当につきましては１株当たり1,000円（配当性向10.0％）を実施する 

  ことを、平成19年６月22日開催の株主総会決議により決定いたしました。 

    内部留保金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、今まで以上にコスト競争力を高め、 

  グローバル戦略の展開を図るために有効投資してまいりたいと考えております。 

    当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に 

  定めております。 

      なお、当事業年度における剰余金の配当は以下のとおりであります。 

  

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。 

なお、平成19年３月19日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当

事項はありません。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。 

なお、平成19年３月19日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当

事項はありません。 

決議年月日 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額 

（円） 

平成19年６月22日 

定時株主総会決議 
22 1,000 

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） － － － － 379,000 

最低（円） － － － － 197,000 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） － － － － － 379,000 

最低（円） － － － － － 197,000 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

代表取締役 社長 山根 洋一 昭和35年10月5日生 

平成8年5月 やまね内科開業 

平成11年4月 医療法人医仁会設立、理事長 

平成14年6月 有限会社やまねメディカル設立、取

締役 

平成15年5月 有限会社やまねメディカルを株式会

社に組織変更し代表取締役（現任） 

平成18年4月 株式会社オーワン取締役就任 

平成18年4月  同社代表取締役就任（現任) 

平成18年4月 株式会社キャリアアップ取締役就任 

平成18年4月  同社代表取締役就任（現任)  

平成18年6 

月～平成

20年6月  

19,600 

取締役 管理部長 西村 功 昭和6年3月3日生 

昭和29年4月 (株)住友銀行入社 

昭和56年11月 同社常務取締役 

昭和60年6月 住友ビジネスコンサルティング㈱代

表取締役会長 

平成元年12月 (株)日本総合研究所 代表取締役副

会長 

平成10年6月 住友重機械工業(株)監査役（非常勤) 

平成14年6月 住友重機械工業(株)取締役（非常勤) 

平成17年8月 当社入社 相談役 

平成17年9月 当社取締役 

平成18年1月 取締役経営企画室長 

平成18年9月 取締役管理部長（現任） 

平成18年6 

月～平成

20年6月  

－ 

取締役 事業部長 中村 仁 昭和31年2月4日生 

昭和54年4月 （株）ダイエー入社 

平成2年5月 生協コープかながわ入社 

平成4年1月 同社大型店事業部長 

平成6年1月 同社店舗運営部長 

平成16年6月 当社入社 

平成17年9月 事業部担当部長 

平成18年8月 事業部長 

平成18年12月 取締役事業部長 （現任） 

平成18年

12 

月～平成

20年6月  

－ 

 取締役   大津賀 傳祐 昭和17年6月1日生 

昭和42年4月 日本信託銀行(株)入社 

平成5年6月 同社取締役 

平成10年5月 同社常務取締役 

平成12年6月 日信ビジネスサービス(株) 副社長 

平成13年10月 （株）エヌ・ティー・エージェンシ

ー副社長 

平成15年6月 同社社長 

平成16年6月 同社顧問 

平成18年4月 当社入社 相談役 

平成18年6月 取締役事業部長 

平成18年8月 取締役 （現任） 

平成18年6 

月～平成

20年6月   

－ 

常勤監査役   太田 建夫 昭和20年6月23日生 

昭和48年4月 住友建設(株) 入社 

平成10年4月 同社検査役 

平成15年4月 三井住友建設(株)監査部長 

平成17年6月 同社常勤監査役 

平成18年6月 当社常勤監査役（現任） 

平成18年6

月～平成

22年6月  

－ 

常勤監査役   森本 晴壽 昭和16年10月22日生

昭和35年4月 電源開発（株）入社 

昭和43年4月 三井木材工業（株）入社 

平成9年6月 同社取締役 

平成13年10月 ニチハマテックス（株）常務取締役 

平成15年6月 同社特別顧問 

平成17年9月 当社入社 人事部長 

平成18年4月 当社退職 

平成18年6月 当社常勤監査役（現任） 

平成18年6

月～平成

22年6月   

－ 

 



  

 （注）１．常勤監査役太田建夫並びに坂本英夫は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２．当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、執行役員制度を導入しておりま

す。執行役員は４名で社長 山根 洋一、管理部長 西村 功、事業部長 中村 仁、管理部副部長 川端 通で 

構成されております。 

３．当社は、平成19年６月に補欠監査役１名を選任しております。 

補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

常勤監査役   坂本 英夫  昭和20年5月4日生  

昭和62年9月 株式会社興人 

本社不動産事業部管理部長 

平成5年9月  同社本社監査室長 

平成10年4月  シーアンドエス株式会社 

取締役管理部長  

平成12年7月  株式会社ゼクス 管理部長  

平成17年5月  同社 常勤顧問 

平成19年6月 当社常勤監査役（現任） 

平成19年6

月～平成23

年6月    

－ 

        計   19,600 

     氏名 生年月日             略歴 
 所有株式 
  数 
 (株) 

   坂部 達夫 昭和31年2月7日 
昭和63年3月 税理士登録 

平成元年1月 坂部税理士事務所開業（現任） 
－ 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  （１）コーポレート・ガバナンスに対する基本的な考え方 

     当社は、コーポレートガバナンスの充実のため、株主を始め全てのステークホルダーに対する経営責任と説明

      責任を明確にすることが最重要であると考え、高収益化と財務体質の強化により企業価値の増大を図り透明性の

      高い経営体制の確立が重要であると認識して、諸施策を実施しております。   

  

（２）コーポレート・ガバナンスの現状 

  Ⅰ.  取締役会について 

 取締役会は、平成19年３月31日現在、取締役４名で構成され、毎月１回定時に開催しております。さらに、

必要に応じて臨時取締役会を開催し、迅速かつ適正な意思決定を行っております。また取締役会には監査役も

出席しております。 

  Ⅱ.  監査役について 

 監査役は２名で、取締役会への出席のほか、業務・財務の状況の調査等を通じて、取締役の職務執行につい

ての監査を行います。監査役は２名のうち１名は社外監査役であります。社外監査役と当社との人的関係、資

本的関係、取引関係等の利害関係はありません。また、当社組織の各部署の業務執行状況について、内部監査

室(１名)を設置し、内部監査計画に基づき監査法人と連携し監査を行なっております。 

  Ⅲ.  執行役員について 

 当社では、コーポレート・ガバナンス体制の強化を目的として執行役員制を導入して、経営の意思決定と業

務執行とを分離し、前者を取締役会の機能、後者を執行役員の機能として運用しております。現在の執行役員

は、４名（うち取締役３名）であります。 

  Ⅳ.  経営方針・戦略の策定、意思決定とその執行の仕組み 

 当社では、的確かつ合理的な経営判断に立脚した戦略策定と透明にして効果的な意思決定を行い、その決定

が執行の実務段階で所期の成果をあげるためのプロセスとして、次の仕組みによる運営を行っております。 

(1) 経営戦略会議 

 ①  構成    議長：社長  メンバー：常勤取締役 

 ②  目的    当社及び当社グループの経営戦略の策定、目標と期限の設定、全体のバランス調整及び施

                策の目標管理 

 ③ 取締役会との関係：策定戦略のうち取締役会の要決議事項は取締役会に付議して最終意思決定 

(2) 部門マネジメント会議 

 ①  構成    議長：部門担当執行役員  メンバー：社長、部長、担当部長 

 ②  目的    経営戦略会議の決定を受けた部門ごとの具体的、個別的な戦略と施策の策定、目標と期限

                の設定及び施策の目標管理 

(3)部会 

 ① 構成    議長：各部室長  メンバー：担当執行役員、各担当部長、各部長代理、各担当課長 

 ② 目的    部門マネジメント会議の決定を受けた各部室の業務計画の策定と進捗管理 

  Ⅴ.  重要事項に関する委員会の設置 

      当社では、事業活動を行ううえで特に重要な事項について、その活動状況と成果を監督する全社横断的な上

部構造として、次の３つの委員会を設置しております。「 第２（事業の状況） ３（対処すべき課題）」で

記述) 

     (1) コンプライアンス委員会 

     (2) 安全運営推進委員会 

     (3) 教育委員会 



 当社のコーポレート・ガバナンス体制の図式は以下のとおりであります。 

（３）コンプライアンスに関する体制の整備の状況 

 当社は、代表取締役山根洋一を中心にコンプライアンス体制の強化を図るため、次のとおり体制を整え、その

徹底を図っております。 

①  コンプライアンス委員会 

 ⅰ) 委員長 社長 

 ⅱ) 構成  取締役、監査役、各部室長及び委員長が指名する者 

 ⅲ) 目的  役職員がコンプライアンスを確実に実践することの指導・支援及び基本施策の策定 

②  コンプライアンスマニュアル 

 ⅰ) コンプライアンス委員会のもとで平成17年８月制定 

 ⅱ) 本部及びフランチャイズを含む各事業所の全役職員に配付 

 ⅲ) 全役職員について、その実践状況を２ヶ月ごとにチェックリストにより点検 

③  コンプライアンス点検ワーキングチーム 

 ⅰ) コンプライアンス委員会の下部組織として社内におけるコンプライアンス実践の状況を点検 

 ⅱ) 不備事項についてリスクアセスメントを行い、その改善是正の具体策及び担当部署の決定と進捗状況の定

    期的な管理 

④  内部通報制度 

 ⅰ) 内部通報規程の制定 

  社内における法令違反及び社内の諸規則違反に関する従業員からの通報または相談に対して、法令違反 

または不正行為が確認された場合の迅速な是正及び再発防止、並びに社内処分を明確に規定 

 ⅱ) 社内への主旨徹底と通報窓口の設置 

        制度の正しい運営が行われるため、社長名による全従業員向けの告知の発信と通報窓口として社内相談 

室の設置 

⑤  反社会的勢力との関係の排除 

 ⅰ) 特殊暴力防止対策連合会に加盟し、平成18年４月に中央地区特防協第２地区第３部会に入会 

 ⅱ) 不当要求防止責任者を選任 



（４）リスク管理体制の整備の状況 

   現在、当社におけるリスク管理体制は次のとおりであります。 

   ① 「リスク管理規程」を制定し、リスク対応に万全を期するため次の体制を整備しております。 

    ⅰ) リスクの定義を明確にし、それぞれのリスクを管理する主管部署を定め、具体的なリスクの把握、分 

析、評価及び予防策・対応策を検討、策定。 

    ⅱ) 上記にもとづき、本部の各部室長及び各施設長は、それぞれの部門において従業員への徹底と情報の 

          共有を図るとともに、その実施状況を監督し、定期的な点検と見直しを実施。 

    ⅲ) 危機への対応は、主管部署があらかじめ策定した対応策にもとづき実行。 

    ⅳ) 当社の経営に重大な影響を与えるリスクが発現した場合、または発生の恐れが予測される場合は、社長

を本部長とする「緊急対策本部」を組成。本部長は次の事項を指示し、その活動を指揮。 

   ②  内部監査室は、内部監査計画に基づきコンプライアンス並びに「リスク管理」を重視した内部監査を行 

    い、現場における意識の徹底をはかることで、リスク管理体制を強化しております。また監査役及び監査法

        人との連携のもとに監査を行っております。 

（５）役員報酬及び監査報酬 

   当該事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬、並びに監査法人に対する監査報酬について

は以下のとおりであります。 

     役員報酬 

    取締役に支払った報酬      17,178千円 

監査役に支払った報酬       5,235千円 

      計               22,413千円 

 会計監査は新日本監査法人を選任しており、当社の会計監査業務を執行した公認会計士は中川一之、奥見正浩

の２名であります。なお、継続監査年数については、全員７年以内であるため記載を省略しております。また、

同監査法人はすでに自主的に業務執行社員については当社の会計監査に一定期間を超えて関与することのないよ

う措置をとっております。 

  当社の会計監査業務に係る補助者は公認会計士６名、会計士補２名であります。 

  当期において当社が、新日本監査法人に支払うべき報酬の額は12,000千円、うち公認会計士法第２条第１項に

規定する業務に基づく報酬の額は12,000千円であります。なお、それ以外の業務に基づく報酬はありません。 

  

（６）取締役の定数 

      当社の取締役は７名以内とする旨定款に定めております。 

  

（７）取締役の選任及び解任の決議要件 

      当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

    主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 

     また、解任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席 

    し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。 

  

（８）剰余金の配当の決定機関 

      当社は、剰余金の配当について会社法第454条５項の定めにより、株主総会の決議によらずに取締役会の決議 

    により定める旨定款に定めております。 

  

（９）株主総会の特別決議要件 

      当社は、会社法第309条２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主 

    の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

    す。 

  



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

（2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

(3）当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、連結財務諸表の作成初年度であるため、以

下に掲げる連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書については、前連結会計年度との

対比は行っておりません。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日ま

で）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）及び当事業年度（平成18年４

月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表について新日本監査法人により監査を受けております。 

 なお、前事業年度に係る監査報告書は、平成19年２月13日提出の有価証券届出書に添付されたものによっておりま

す。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）  

Ⅰ 流動資産  

１．現金及び預金  1,066,028

２．営業未収入金  567,904

３．繰延税金資産  30,271

４．その他  34,293

  貸倒引当金  △1,070

流動資産合計  1,697,426 72.6

Ⅱ 固定資産  

１．有形固定資産  

(1）建物及び構築物  533,765

減価償却累計額  84,864 448,901

(2）機械装置及び運搬具  1,797

減価償却累計額  1,076 720

(3）工具器具備品  81,980

減価償却累計額  42,681 39,298

(4）建設仮勘定  9,484

有形固定資産合計  498,405 21.3

   

２．無形固定資産  11,012 0.5

   

３．投資その他の資産   

(1）投資有価証券  4,960

(2）敷金保証金  102,167

(3）繰延税金資産  7,502

(4）その他  16,800

投資その他の資産合計  131,430 5.6

固定資産合計  640,849 27.4

資産合計  2,338,275 100.0 

   
 



   
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）  

Ⅰ 流動負債  

１．営業未払金  13,663

２．短期借入金  100,000

３．一年内返済予定長期借
入金 

 460,766

４．未払費用  155,264

５．未払法人税等  197,514

６．賞与引当金  30,627

７．その他  85,968

流動負債合計  1,043,804 44.7

Ⅱ 固定負債  

１．長期借入金  575,624

固定負債合計  575,624 24.6

負債合計  1,619,428 69.3

（純資産の部）  

Ⅰ 株主資本  

１．資本金  304,375 13.0

２．資本剰余金  254,375 10.9

３．利益剰余金  160,096 6.8

株主資本合計  718,846 30.7

純資産合計  718,846 30.7

負債純資産合計  2,338,275 100.0 

   



②【連結損益計算書】 

   
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 営業収入   3,164,071 100.0 

Ⅱ 営業原価   2,392,309 75.6

営業総利益   771,761 24.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   306,817 9.7

営業利益   464,944 14.7

Ⅳ 営業外収益  

１．受取利息 297

２．受取配当金 120

３．受取保険金  1,574

４．受取営業補償金  3,598

５．受取助成金 1,109

６．雑収入 1,713 8,413 0.3

Ⅴ 営業外費用  

１．支払利息 29,139

２．開業費償却 6,034

３．株式交付費 7,730

４．上場関連費用 15,170

５．雑損失 488 58,563 1.9

経常利益   414,794 13.1

Ⅵ 特別利益  

１．固定資産売却益 ※２ 2,099

２．損害保険金   28,848

３．貸倒引当金戻入益    162 31,110 1.0

Ⅶ 特別損失  

１．固定資産除却損 ※３ 1,287

２．投資有価証券評価損   5,224

３．施設閉鎖損失  ※４  14,119

４．事業所閉鎖損失  ※５  3,033

５．リース解約損失    3,410

６．損害賠償損失   28,878 55,953 1.8

 税金等調整前当期純利 
 益 

  389,951 12.3

  法人税、住民税及び事 
業税 

191,027

    法人税等調整額 △1,873 189,154 6.0

当期純利益   200,797 6.3



③【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高（千円） 129,550 79,550 △40,700 168,399 

連結会計年度中の変動額     

新株の発行 174,825 174,825 349,650 

当期純利益   200,797 200,797 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

    

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

174,825 174,825 200,797 550,447 

平成19年３月31日 残高（千円） 304,375 254,375 160,096 718,846 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日 残高（千円） △1,817 △1,817 166,582

連結会計年度中の変動額    

新株の発行     349,650

当期純利益     200,797

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

1,817 1,817 1,817

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

1,817 1,817 552,264

平成19年３月31日 残高（千円） － － 718,846



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益   389,951

減価償却費   51,721

長期前払費用償却額   17,810

開業費償却額   6,034

株式交付費   7,730

貸倒引当金の減少額   △498

賞与引当金の減少額   △2,892

受取利息及び受取配当金   △417

支払利息   29,139

有形固定資産除却損   1,287

有形固定資産売却益   △2,099

投資有価証券評価損   5,224

施設閉鎖損失   14,119

事業所閉鎖損失    3,033

損害賠償損失   28,878

売上債権の増加額   △63,759

仕入債務の増加額   2,333

その他流動資産の増加額   △4,289

その他流動負債の増加額   30,705

小計   514,014

利息及び配当金の受取額   417

利息の支払額   △27,001

損害賠償金の支払額   △28,878

法人税等の還付額    4,261

法人税等の支払額   △6,024

営業活動によるキャッシュ・フロー   456,787

 



    
当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出   △76,861

有形固定資産の売却による収入   15,520

無形固定資産の取得による支出   △9,920

敷金差入による支出   △18,698

敷金解約による収入    5,245

その他   △8,598

 投資活動によるキャッシュ・フロー   △93,313

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純減少額   △40,000

長期借入れによる収入   250,000

長期借入金の返済による 
支出 

  △366,084

株式の発行による収入   341,919

  財務活動によるキャッシュ・フロー   185,835

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額   549,310

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   516,717

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※  1,066,028

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当連結会計年度 

 （自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事

項 

（1）連結子会社の数   ２社 

   連結子会社の名称 

     株式会社オーワン 

    株式会社キャリアアップ  

    上記２社については、当連結会計 

    年度において新たに設立したため、 

    連結の範囲に含めております。 

２．持分法の適用に関する

事項 

該当事項はありません。 

３．連結子会社の事業年度

等に関する事項 

 すべての連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しております。 

 ４．会計処理基準に関す 

   る事項  

 （１）重要な資産の評価基 

       準及び評価方法 

  

  

  

  

 （２）重要な減価償却資産 

       の減価償却の方法 

  

  

  

イ．有価証券 

    時価のあるもの 

      決算期末日の市場価格等に基づ 

    く時価法（評価差額は、全部純資 

    産直入法により処理し、売却原価 

    は移動平均法により算定）  

 イ．有形固定資産 

    定率法を採用しております。 

   ただし、建物（建物附属設備を除 

   く）については、定額法を採用し 

     ております。 

       なお、主な耐用年数は以下の 

   とおりであります。 

       建物及び構築物   ４～38年 

    機械装置及び運搬具 ２～６年 

       その他         ４～15年 

 

 ロ．無形固定資産 

    定額法を採用しております。 

   ただし、ソフトウェア（自社使用） 

     については社内における利用可能期 

     間（５年）による定額法を採用して 

     おります。 

  

 ハ．長期前払費用 

    均等償却 

  

（３）繰延資産の処理方法  

  

  

  

  

イ．開業費 

      ５年間で均等償却しておりま 

    す。 

      

ロ．株式交付費 

      支出時に全額費用として処理し 

    ております。 

  

 



項目 
当連結会計年度 

 （自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日） 

（４）重要な引当金の計上 

 基準 

イ．貸倒引当金   

    債権の貸倒れによる損失に備える 

  ため、一般債権については貸倒実績 

  率により、貸倒懸念債権等特定の債 

  権については、個別に回収可能性を 

  勘案し、回収不能見込額を計上して 

  おります。 

  

ロ．賞与引当金  

   従業員に対して支給する賞与に充 

  てるため、賞与支払予定額のうち当 

  連結会計年度に属する支給対象期間 

 に見合う金額を計上しております。 

  

（５）重要なリース取引の 

  処理方法 

  

  

  

  

  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

  

  

（６）その他連結財務諸表作 

  成のための重要な事項 

  

  

  

  

消費税等の会計処理 

税抜方式によっており、控除対象外消

費税等は当連結会計年度の費用として処

理しております。 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

  

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価方法を採用してお

ります。 

６．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 



注記事項 

（連結損益計算書関係） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 

     賞与引当金繰入額                2,621千円 

     給与              93,749 

 租税公課                       63,617 

  

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。  

      土地売却益                2,099千円 

  

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

     車輌運搬具除却損           754千円 

     建物除却損             468 

        工具器具備品除却損                 63 

  

※４ 施設閉鎖損失の内訳は次のとおりであります。 

  建物                         11,259千円 

  長期前払費用                      248 

  原状回復費用                    2,612 

  

※５ 事業所閉鎖損失の内訳は次のとおりであります。 

  解約家賃                 1,528千円 

  長期前払費用                      811 

  原状回復費用                      500 

  移転費用                          194 

  

     

     



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

       (注)普通株式の発行済株式総数の増加の内訳は以下のとおりです。 

        平成18年4月17日付株式分割による増加    19,817株 

          平成19年3月16日有償一般募集による増加   1,800株  

  

     ２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

       該当事項はありません。 

             

３．配当に関する事項 

          (1）配当金支払額 

         該当事項はありません。 

  

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式(注) 1,043 21,617 － 22,660 

合計 1,043 21,617 － 22,660 

自己株式         

普通株式 － － － － 

合計 － － － － 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年6月22日 

定時株主総会 
普通株式 22,660  利益剰余金 1,000 平成19年3月31日 平成19年6月25日 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成19年３月31日現在） 

現金及び預金勘定  1,066,028 千円 

現金及び現金同等物  1,066,028   



（リース取引関係） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる 

 もの以外のファイナンス・リース取引 

 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

 車輌運搬具 244,634 50,219 194,414 

工具器具備品  30,900 9,270 21,630 

合計 275,534 59,489 216,044

 (2)未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内 53,264千円

１年超 164,460千円

合計 217,724千円

 (3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 58,773千円

減価償却費相当額 56,256千円

支払利息相当額 3,873千円

 (4)減価償却費相当額の算定方法 

      リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする 

定額法によっています。 

  

 (5)利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との 

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

  

２．オペレーティング・リース取引 

      未経過リース料  

    1年内 741千円

  1年超 2,904千円

   合計 3,646千円

  



（有価証券関係） 

当連結会計年度 

（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

その他有価証券で時価のあるもの 

  (注)当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について5,224千円減損処理を行っ 

   ております。 

    なお、当該株式の減損にあたっては、連結会計年度末における時価が取得原価に比べ50％以上 

      下落した場合には全て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、 

      回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。  

  

（デリバティブ取引関係） 

当連結会計年度 

（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

当社グループは、デリバティブ取引をまったく行っておりませんので、該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

当連結会計年度 

（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

当社グループは、退職金制度を採用していないため、該当事項はありません。 

  種類 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 

（千円） 

差額 
（千円） 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えるもの 

(1）株式 － － － 

(2）債券       

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 － － － 

連結貸借対照表計

上額が取得原価を

超えないもの 

(1）株式 4,960 4,960 － 

(2）債券       

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 4,960 4,960 － 

合計 4,960 4,960 － 



（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

     該当事項はありません。 



（税効果会計関係） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  １．繰延税金資産の発生原因別の主な内訳は次のとお  

りであります。 

繰延税金資産   

①流動資産 千円

 未払事業税 14,140

 賞与引当金損金算入限度超過額 12,462

賞与社会保険料未払計上 1,607

繰越欠損金 11,080

その他 2,752

小計 42,044

   評価性引当額 △11,773

合計  30,271

②固定資産  

  減価償却超過額 4,805

繰延資産償却限度超過額 1,071

その他 1,624

     合計 7,502

 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な内訳 

     法定実効税率 

      交際費等永久に損金に算入さ 

     れない項目 

     住民税均等額 

留保金課税 

評価性引当額の増減 

その他 

40.69％ 

 

0.13％ 

1.70％ 

2.82％ 

3.02％ 

  0.15％ 

税効果会計適用後の 

法人税等の負担率 48.51％ 



   （セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 通所介護事業の営業収入、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの営業収入の合計、営業利益及び全セグメ

ントの資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略

しております。 

【所在地別セグメント情報】 

当連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

当連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

（関連当事者との取引） 

 当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

   該当事項はありません。 



 (１株当たり情報） 

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 31,723.17円 

１株当たり当期純利益 9,589.62円 

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 当社は、平成18年４月17日付で株式１株につき20株の株

式分割を行っております。 

 

  
当連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当期純利益（千円） 200,797 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 200,797 

期中平均株式数（株） 20,939 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。   



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

      該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

（注）1．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

2. 長期借入金(一年内に返済するものを除く)の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであります。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率(％) 返済期限 

短期借入金 140,000 100,000 2.3 － 

一年内に返済予定の長期借入金 380,738 460,766 2.5 － 

長期借入金(一年内に返済予定のも

のを除く) 
771,736 575,624 2.5 平成20年～23年 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 1,292,474 1,136,390 － － 

  
1年超2年以内 

(千円) 
2年超3年以内 

(千円) 
3年超4年以内 

(千円) 
4年超5年以内 

(千円) 

長期借入金 354,575 142,362 62,469 16,218 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 

  



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１．現金及び預金 516,717 1,035,058 

２．営業未収入金 504,145 567,904 

３．前払費用 29,314 32,242 

４．繰延税金資産 28,952 30,271 

５．未収法人税等 4,261 － 

６．その他 2,827 1,157 

貸倒引当金 △1,568 △1,070 

流動資産合計 1,084,650 61.6 1,665,564 71.0

Ⅱ 固定資産   

(1）有形固定資産   

１．建物   510,940 533,765   

減価償却累計額 51,584 459,356 84,864 448,901 

２．車輌運搬具 5,378 1,797   

減価償却累計額 3,501 1,877 1,076 720 

３．工具器具備品 77,684 79,846   

減価償却累計額 28,895 48,789 41,482 38,363 

４．土地 12,070 － 

５．建設仮勘定 13,495 9,484 

有形固定資産合計 535,588 30.4 497,470 21.2

(2）無形固定資産   

  １．ソフトウェア 3,434 12,067 

２．その他 40 40 

無形固定資産合計 3,475 0.2 12,107 0.5

 



    
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

(3）投資その他の資産    

１．投資有価証券  7,120 4,960 

２. 関係会社株式  － 40,000 

３．長期前払費用  24,125 16,592 

４．繰延税金資産  8,194 7,502 

５．敷金保証金  92,742 102,167 

投資その他の資産合計  132,182 7.5 171,222 7.3

固定資産合計  671,245 38.1 680,800 29.0

Ⅲ 繰延資産    

１．開業費  6,034 － 

繰延資産合計  6,034 0.3 － －

資産合計  1,761,930 100.0 2,346,365 100.0 

     

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．営業未払金  11,329 13,663 

２．短期借入金  140,000 100,000 

３．一年内返済予定長期借
入金 

  380,738 460,766 

４．未払金  80,399 79,960 

５．未払費用  146,136 154,897 

６．未払法人税等  15,144 197,094 

７．未払消費税等  1,971 517 

８．預り金  14,372 5,291 

９．賞与引当金  33,520 30,543 

流動負債合計  823,611 46.7 1,042,733 44.4

Ⅱ 固定負債    

１．長期借入金   771,736 575,624 

固定負債合計  771,736 43.8 575,624 24.6

負債合計  1,595,347 90.5 1,618,357 69.0

     
 



    
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※１  129,550 7.4 － －

Ⅱ 資本剰余金   

１．資本準備金 79,550 －   

資本剰余金合計 79,550 4.5 － － －

Ⅲ 利益剰余金   

１．当期未処理損失 40,700 －   

利益剰余金合計 △40,700 △2.3 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

△1,817 △0.1 － －

資本合計 166,582 9.5 － －

負債資本合計 1,761,930 100.0 － － 

    

（純資産の部）   

Ⅰ 株主資本   

１．資本金 － － 304,375 13.0

２．資本剰余金   

(1)資本準備金 － 254,375   

資本剰余金合計 － － 254,375 10.8

３．利益剰余金   

(1）その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 － 169,257   

    利益剰余金合計 － － 169,257 7.2

株主資本合計 － － 728,007 31.0

純資産合計 － － 728,007 31.0

負債純資産合計 － － 2,346,365 100.0 

    



②【損益計算書】 

    
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 営業収入     2,797,417 100.0   3,159,606 100.0 

Ⅱ 営業原価     2,193,803 78.4   2,367,536 74.9 

営業総利益     603,614 21.6   792,069 25.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   280,305 10.0   301,778 9.6 

  営業利益     323,308 11.6   490,290 15.5 

Ⅳ 営業外収益               

１．受取利息   391     280     

２．受取配当金   121     120     

３．受取保険金   －     1,574     

４．受取営業補償金   －     3,598     

５．受取助成金   2,000     1,109     

６．雑収入   2,754 5,270 0.2 2,090 8,774 0.3 

Ⅴ 営業外費用               

１．支払利息   33,050     29,139     

２．開業費償却   6,034     6,034     

３．新株発行費    1,143     －     

４．株式交付費   －     7,730     

５．上場関連費用   －     15,170     

６．雑損失   1,883 42,111 1.6 488 58,563 1.9 

経常利益     286,467 10.2   440,501 13.9 

Ⅵ 特別利益               

１．固定資産受贈益 ※２  6,050     －     

２．固定資産売却益 ※３  －     2,099     

３．損害保険金   －     28,848     

４．貸倒引当金戻入益   － 6,050 0.2 162 31,110 1.0 

Ⅶ 特別損失               

１．固定資産除却損 ※４ 6,169     1,287     

２．投資有価証券評価損   －     5,224     

３．関係会社株式評価損   －     20,000     

４. 施設閉鎖損失 ※５ －     14,119     

５．リース解約損失   －     3,410     

６．損害賠償損失   － 6,169 0.2 28,878 72,920 2.3 

税引前当期純利益     286,348 10.2   398,692 12.6 

法人税、住民税及び事業
税 

  6,144     190,607     

法人税等調整額   △35,900 △29,755 △1.1 △1,873 188,734 6.0 

当期純利益     316,104 11.3   209,957 6.6 

   前期繰越損失     356,804     －   

当期未処理損失     40,700     －   

    



営業原価明細書 

（注） 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 給食費  130,483 5.9 155,149 6.6

Ⅱ 労務費 ※１ 1,372,381 62.6 1,476,288 62.3

Ⅲ 経費 ※２ 690,938 31.5 736,098 31.1

当期総費用  2,193,803 100.0 2,367,536 100.0 

 当期営業原価  2,193,803 2,367,536 

            

前事業年度 
 （自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
 （自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

※１ 労務費のうち引当金繰入額は次のとおりでありま

す。 

※１ 労務費のうち引当金繰入額は次のとおりでありま

す。 

    賞与引当金繰入額        30,672千円     賞与引当金繰入額         27,921千円 

※２ 経費の主な内訳は次のとおりであります。 ※２ 経費の主な内訳は次のとおりであります。 

    賃借料            258,240千円 

        減価償却費           88,719千円 

  

    賃借料             289,093千円 

        リース料             117,808千円 

        減価償却費                       45,955千円 

  



③【株主資本等変動計算書】 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金     利益剰余金 

株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

 その他利 
 益剰余金 利益剰余

金合計 繰越利益 
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

129,550 79,550 79,550 △40,700 △40,700 168,399

事業年度中の変動額   

新株の発行 174,825 174,825 174,825 349,650

当期純利益   209,957 209,957 209,957

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

  

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

174,825 174,825 174,825 209,957 209,957 559,607

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

304,375 254,375 254,375 169,257 169,257 728,007

  

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

△1,817 △1,817 166,582

事業年度中の変動額   

新株の発行   349,650

当期純利益   209,957

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

1,817 1,817 1,817

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

1,817 1,817 561,424

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

－ － 728,007



④【キャッシュ・フロー計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

税引前当期純利益   286,348 

減価償却費   92,642 

長期前払費用償却額   17,299 

開業費償却額   6,034 

新株発行費   1,143 

貸倒引当金の増加額   1,468 

賞与引当金の増加額   2,120 

受取利息及び受取配当金   △515 

支払利息   33,050 

有形固定資産除却損   6,169 

固定資産受贈益   △6,050 

売上債権の増加額   △127,495 

仕入債務の増加額   2,591 

その他流動資産の減少額   2,854 

その他流動負債の増加額   40,018 

小計   357,679 

利息及び配当金の受取額   515 

利息の支払額   △32,818 

法人税等の還付額   8,118 

法人税等の支払額   △6,110 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  327,385 

 



   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

投資有価証券の取得によ
る支出 

  △10,184 

有形固定資産の取得によ
る支出 

  △135,375 

有形固定資産の売却によ
る収入 

  130,444 

無形固定資産の取得によ
る支出 

  △3,531 

敷金差入による支出   △16,922 

その他   △8,500 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △44,068 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

短期借入金の純増加額   10,000 

長期借入れによる収入   250,000 

長期借入金の返済による
支出 

  △326,358 

株式の発行による収入   157,956 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  91,598 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加
額 

  374,915 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首
残高 

  141,801 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末
残高 

※ 516,717 

    



⑤【損失処理計算書】 

  
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成18年６月22日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処理損失  40,700 

Ⅱ 次期繰越損失  40,700 

   



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

有価証券 

      ――― 

  

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

有価証券 

  子会社及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法 

 その他有価証券 

  時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。 

２．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

  定率法を採用しております。ただ

し、建物（建物附属設備を除く）につ

いては定額法を採用しております。 

  なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

    建物         38年 

    建物附属設備   10～20年 

    車輌運搬具     2～7年 

    工具器具備品    5～7年 

有形固定資産 

    定率法を採用しております。ただ 

  し、建物（建物附属設備を除く）につ 

   いては定額法を採用しております。 

   なお、主な耐用年数は以下のとおり 

  であります。 

     建物       4～38年 

     車輌運搬具    2～6年 

     工具器具備品   4～15年 

  

  無形固定資産 

 定額法を採用しております。ただ

し、ソフトウェア（自社使用）につい

ては社内における利用可能期間（５

年）による定額法を採用しておりま

す。 

無形固定資産 

   同左 

  長期前払費用 

  均等償却 

長期前払費用 

   同左 

３．繰延資産の処理方法 開業費 

  商法施行規則の規定に基づき５年間 

で均等償却しております。 

開業費 

   ５年間で均等償却しております。 

  新株発行費 

 支出時に全額費用として処理してお 

ります。 

株式交付費 

    支出時に全額費用として処理してお 

  ります。 

   （表示方法の変更） 

   当事業年度より「繰延資産の会計処 

  理に関する当面の取扱い」(企業会計 

  基準委員会 平成18年８月11日実務対 

  応報告第19号）を適用しております。 

  これにより、前事業年度まで新株の発 

  行に係る費用は「新株発行費」として 

  表示しておりましたが, 当事業年度よ 

  り「株式交付費」として表示しており 

  ます。 

    

  

  

  

     

 



会計処理の変更 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．引当金の計上基準 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備えるた 

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 

貸倒引当金 

   同左 

  賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与に充て

るため、賞与支払予定額のうち当期に

属する支給対象期間に見合う金額を計

上しております。 

  

賞与引当金 

  同左 

５．リース取引の処理方法  リース取引の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

  同左 

６．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

   ―――― 

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっており、控除対象外消 

費税等は当期の費用として処理しており 

ます。 

消費税等の会計処理 

   同左 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

   当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準  

   (「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意 

  見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固 

  定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基 

  準適用指針第６号 平成15年10月31日)を適用しており 

  ます。これによる損益に与える影響はありません。 

  
  
 
              ―    
  

  

  
  
         ― 
  
 
  
  
  (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

   当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示 

   に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17 

   年12月９日 企業会計基準第５号)および「貸借対  

   照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用  

   指針」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日    

   企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。 

    従来の資本の部の合計に相当する金額は、728,007 

   千円であります。 

    なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度 

   にお貸借対照表の純資産の部については、改正後の 

   財務諸表等規則により作成しております。  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

※１．発行株式数                         ――― 

授権株式数      普通株式  4,000株 

   発行済株式総数    普通株式  1,043株 

  

  

   

 ２．資本の欠損           40,700千円 

  

       



（損益計算書関係） 

（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

   （キャッシュ・フロー計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費に属する費用の割合が９割

を超えています。主要な費目及び金額は次のとお

りであります。 

※１ 一般管理費に属する費用の割合が９割を超えてい

ます。主要な費目及び金額は次のとおりでありま

す。 

減価償却費            3,922千円 

    貸倒引当金繰入額         1,468 

    賞与引当金繰入額         2,847 

    役員報酬             19,400 

    給与              91,009 

    法定福利費           14,486 

     地代家賃            14,097 

     租税公課            58,954 

  

減価償却費            4,990千円 

    賞与引当金繰入額                  2,621 

    役員報酬                         22,413 

    給与                             93,749 

    法定福利費                       18,939 

     地代家賃                         16,080 

     支払報酬             16,237 

     租税公課                         62,882 

  

※２ 固定資産受贈益の内訳は次のとおりであります。 

         建物              6,050千円 

 ※２         ――― 

※３           ――  ※３ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

      土地売却益                 2,099千円 

  

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

車輌運搬具           6,169千円 

 

  

 ※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

     建物                468千円 

     車輌運搬具             754 

     工具器具備品             63 

   ※５ 施設閉鎖損失の内訳は次のとおりであります。 

         建物                          11,259千円 

     長期前払費用                        248 

     原状回復費用                      2,612 

   
   

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 516,717千円 

現金及び現金同等物 516,717  



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる 

 もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる 

 もの以外のファイナンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

車輌運搬具 92,361 22,059 70,301 

工具器具備品 30,900 3,090 27,810 

合計 123,261 25,149 98,111 

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

車輌運搬具 244,634 50,219 194,414

工具器具備品 30,900 9,270 21,630

合計 275,534 59,489 216,044

(2)未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

(2)未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内 36,402千円

１年超 62,040千円

合計 98,443千円

１年内 53,264千円

１年超 164,460千円

合計 217,724千円

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 26,095千円

減価償却費相当額 25,437千円

支払利息相当額 991千円

支払リース料 58,773千円

減価償却費相当額 56,256千円

支払利息相当額 3,873千円

(4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。   

(4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(5)利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

(5)利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

  

  

  

２．オペレーティング・リース取引 

      未経過リース料 

  

  

    1年内 741千円

  1年超 2,904千円

   合計 3,646千円

    



（有価証券関係） 

前事業年度 

（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

その他有価証券で時価のあるもの 

当事業年度 

（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

     子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

（デリバティブ取引関係） 

前事業年度 

（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

当社は、デリバティブ取引をまったく行っておりませんので、該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

前事業年度 

（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

当社は、退職金制度を採用していないため、該当事項はありません。 

  種類 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

取得原価 
（千円） 

貸借対照表計
上額（千円） 

差額 
（千円） 

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

るもの 

(1）株式 － － － 

(2）債券       

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 － － － 

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

ないもの 

(1）株式 10,184 7,120 △3,064 

(2）債券       

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 10,184 7,120 △3,064 

合計 10,184 7,120 △3,064 



（税効果会計関係） 

（持分法損益等） 

前事業年度 

（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 

（関連当事者との取引） 

前事業年度 

（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  １．繰延税金資産と繰延税金負債の発生原因別の主な

内訳は次のとおりであります。 

  １．繰延税金資産と繰延税金負債の発生原因別の主な

内訳は次のとおりであります。 

繰延税金資産   

①流動資産 千円

 未払事業税 3,662

 賞与引当金損金算入限度超過額 13,639

賞与社会保険料未払計上 1,732

繰越欠損金 8,366

その他 1,552

小計 28,952

②固定資産  

減価償却超過額 5,645

繰延資産償却限度超過額 1,363

その他 1,185

小計 8,194

     合計 37,146

繰延税金資産   

①流動資産 千円

 未払事業税 14,140

 賞与引当金損金算入限度超過額 12,427

賞与社会保険料未払計上 1,602

その他 2,099

合計 30,271

②固定資産  

減価償却超過額 4,805

繰延資産償却限度超過額 1,071

関係会社株式評価損 8,138

その他 1,624

小計 15,640

  評価性引当額 △8,138

     合計 7,502

 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な内訳 

    法定実効税率 

住民税均等割 

評価性引当額の増減 

繰越欠損金当期充当額 

その他 

40.69％ 

2.15％ 

△8.34％ 

△45.55％ 

0.66％ 

税効果会計適用後の 

法人税等の負担率 △10.39％ 

 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との差異の原因となった主な内訳 

    法定実効税率 

交際費等永久に損金に算入さ 

    れない項目 

住民税均等割 

留保金課税 

評価性引当額の増減 

40.69％ 

  

0.12％ 

1.56％ 

    2.75％ 

2.04％ 

     その他       0.17％ 

税効果会計適用後の 

法人税等の負担率 47.34％ 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 159,714.91円 

１株当たり当期純利益 309,299.54円 

１株当たり純資産額 32,127.43円 

１株当たり当期純利益 10,027.11円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 当社は、平成18年４月17日付で株式１株につき20株の

株式分割を行っております。 

     

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。 

  １株当たり純資産額 7,985.74円

１株当たり当期純利益 15,464.97円

    なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ 

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ 

ん。 

  
前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当期純利益（千円） 316,104 209,957 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 316,104 209,957 

期中平均株式数（株） 1,022 20,939 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１．会社分割 

当社は、平成18年３月７日開催の取締役会におい

て、平成18年４月６日をもって当社のIT事業部及び人

材紹介事業部を会社分割し、「株式会社オーワン」及

び「株式会社キャリアアップ」を新たに設立すること

に関する会社分割計画書を決定し、平成18年３月24日

開催の臨時株主総会の承認を受けました。 

当該会社分割に関する事項の概要は次のとおりであ

ります。 

 該当事項はありません。 

  

  

  

(１) 会社分割の目的 

 当社は高齢者総合サービス業のシナジー効果を

上げる事を目的として、「株式会社オーワン」

は、シルバー世代を含めた幅広い世代を対象とし

た①インターネットを利用した各種情報提供サー

ビス事業、②インターネットを媒介とした広告の

企画及び制作並びに広告代理事業を目的として分

離独立し、「株式会社キャリアアップ」は、シル

バー世代・介護分野を対象とした①有料職業紹介

事業、②労働者派遣事業法に基づく労働者派遣事

業を目的として分離独立致しました。 

  

  

(２) 会社分割する事業の内容 

イ．株式会社オーワン 

①インターネットを利用した各種情報提供サービ

ス事業 

  

  

  

②インターネットを媒介とした広告の企画及び制

作並びに広告代理事業 

  

ロ．株式会社キャリアアップ 

①有料職業紹介事業 

  

  

②労働者派遣事業法に基づく労働者派遣事業   

(３) 会社の分割の形態 

 当社を分割会社とし、新たに設立する「株式会

社オーワン」「株式会社キャリアアップ」を承継

会社とする新設分割であり、新会社が分割により

発行する株式の総数を当社に割当てる物的分割で

あります。 

  

  

 



前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(４) 承継会社の概要   

イ．株式会社オーワン   

① 会社名 株式会社オーワン 

② 事業内容 インターネットを利用した 

各種情報提供サービス事業・

インターネットを媒介とし 

た広告の企画及び制作並び 

に広告代理事業 

③ 設立年月日 平成18年４月６日 

④ 本社所在地 広島市中区八丁堀15－６ 

⑤ 資本金 30百万円 

⑥ 資産・負債及び資本の額 

(平成18年３月31日現在の帳簿価額に基づく)

  資産額 30百万円 

  負債額   ― 

  純資産額 30百万円 

⑦ 従業員数 ７名 

⑧ 大株主 

及び持株比率 

株式会社やまねメディカル 

100％ 

      

      

  

  

  

  

      

      

      

    

  

      

      

      

      

    

  

  

  

    

ロ．株式会社キャリアアップ     

① 会社名 株式会社キャリアアップ 

② 事業内容 有料職業紹介事業・労働者 

派遣事業法に基づく労働者 

派遣事業 

③ 設立年月日 平成18年４月６日 

④ 本社所在地 東京都中央区京橋２－８－３

⑤ 資本金 30百万円 

⑥ 資産・負債及び資本の額 

(平成18年３月31日現在の帳簿価額に基づく)

  資産額 30百万円 

  負債額   ― 

  純資産額 30百万円 

⑦ 従業員数 10名 

⑧ 大株主 

及び持株比率 

株式会社やまねメディカル 

100％ 

      

      

  

  

      

      

      

    

  

      

       

      

      

    

  

  

  

(５) 会社分割の時期 

平成18年４月６日 

  

  

 



前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

２．株式分割 

平成18年３月31日開催の取締役会の決議に基づき、

次のとおり株式分割による新株式を発行しておりま

す。 

  

  

(１) 平成18年４月17日付をもって普通株式１株を20

株に分割いたしました。 
  

(２) 分割により増加した株式数 

普通株式 19,817株 

  

  

(３) 分割方式 

平成18年４月14日の最終の株主名簿及び実質株

主名簿に記載又は記録された株主の所有株式を

１株につき20株の割合をもって分割いたしまし

た。 

  

  

(４) 配当起算日 

平成18年３月31日 

  

  

(５) 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報及び当

期首に行われたと仮定した場合の当事業年度に

おける１株当たり情報は、それぞれ次のとおり

であります。 

  

前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

△15,340.21円 7,985.75円 

１株当たり当期純損失 １株当たり当期純利益 

31,323.57円 15,464.98円 

 なお、潜在株式調整後
１株当たり当期純損失で
あり、又、潜在株式が存
在しないため記載してお
りません。 

 なお、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益に
ついては、潜在株式が存
在しないため記載してお
りません。 

    

    

    

    



⑥【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

 有価証券の金額が資産総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略

しております。 

【有形固定資産等明細表】 

 （注）1．建物の当期増加額の内、主なものは施設の新設によるものであります。 

    2．建物の当期減少額の内、主なものは施設の閉鎖によるものであります。 

    3. 土地の当期減少額は、施設の閉鎖に伴う売却によるものであります。 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産               

建物 510,940 37,595 14,771 533,765 84,864 35,061 448,901 

  車輌運搬具 5,378 － 3,581 1,797 1,076 401 720 

工具器具備品 77,684 4,111 1,949 79,846 41,482 13,046 38,363 

土地 12,070 － 12,070 － － － － 

建設仮勘定 13,495 26,159 30,169 9,484 － － 9,484 

有形固定資産計 619,570 67,865 62,542 624,893 127,423 48,510 497,470 

無形固定資産               

ソフトウェア 4,138 11,120 － 15,258 3,190 2,486 12,067 

その他 40 － － 40 － － 40 

無形固定資産計 4,178 11,120 － 15,298 3,190 2,486 12,107 

長期前払費用 51,581 11,599 1,627 61,553 44,961 17,648 16,592 

繰延資産               

開業費 17,715 － 17,715 － － 6,034 － 

  繰延資産計 17,715 － 17,715 － － 6,034 － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 1,568 1,070 335 1,232 1,070 

賞与引当金 33,520 30,543 33,520 － 30,543 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

② 営業未収入金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）営業未収入金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注）当期発生高には消費税等が含まれております。 

区分 金額（千円） 

現金 1,371 

預金   

普通預金 1,033,686 

小計 1,033,686 

合計 1,035,058 

相手先 金額（千円） 

東京都国民健康保険団体連合会 347,717 

神奈川県国民健康保険団体連合会 107,755 

 千葉県国民健康保険団体連合会 8,399 

愛知県国民健康保険団体連合会 6,041 

その他 97,991 

合計 567,904 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

504,145 3,217,047 3,153,288 567,904 84.7 60.8 



   ③ 営業未払金 

④ 一年内返済予定長期借入金 

    ⑤ 未払費用 

    ⑥ 未払法人税等 

相手先 金額（千円） 

株式会社マルコシ  2,920 

給食普及会  1,964 

まるしん  1,778 

株式会社遊行亭 1,167 

愛和  1,080 

その他 4,752 

合計 13,663 

相手先 金額（千円） 

株式会社中国銀行 317,365 

株式会社山陰合同銀行 75,803 

株式会社横浜銀行 27,300 

株式会社みずほ銀行 26,546 

株式会社三井住友銀行 13,752 

合計 460,766 

区分 金額（千円） 

従業員未払給与 142,666 

従業員未払社会保険料 12,230 

合計 154,897 

区分 金額（千円） 

法人税 126,216 

住民税 31,838 

事業税 39,040 

合計 197,094 



    ⑦ 長期借入金 

相手先 金額（千円） 

株式会社中国銀行 322,440 

株式会社山陰合同銀行 108,410 

株式会社横浜銀行 56,950 

株式会社みずほ銀行 44,076 

株式会社三井住友銀行 43,748 

合計 575,624 



(3）【その他】 

  該当事項はありません。 

  



第６【提出会社の株式事務の概要】 

    (注） 平成19年６月22日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告方法は次のとおりになりま 

     した。「当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告によ 

     る公告をすることができない場合は日本経済新聞に掲載して行なう。」 

  

       なお、電子公告は当社のホームページに掲載いたします。電子公告を掲載する当社のホームページアドレス 

         は次のとおりです。 

       http：/www.ymmd.co.jp 

  

事業年度  ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会  ６月中 

基準日  ３月31日 

株券の種類  １株券、10株券、100株券 

剰余金の配当の基準日 
 ９月30日 

 ３月31日 

１単元の株式数   － 

株式の名義書換え   

取扱場所 
大阪市中央区北浜二丁目４番６号 

 株式会社だいこう証券ビジネス 本社証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜二丁目４番６号 

 株式会社だいこう証券ビジネス 

取次所 株式会社だいこう証券ビジネス 各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １株につき300円 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 － 

株主名簿管理人 － 

取次所 － 

買取手数料 － 

公告掲載方法 日本経済新聞に掲載して行う。 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

    当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券届出書（有償一般募集増資及び売出し）及びその添付書類 

 平成19年２月13日中国財務局長に提出。 

(2）有価証券届出書の訂正届出書 

 平成19年２月27日及び平成19年３月８日中国財務局長に提出。 

 平成19年２月13日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書であります。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の監査報告書  

  平成19年６月22日

株式会社やまねメディカル  

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中川 一之  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 奥見 正浩  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社やまねメディカルの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について

監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社やまねメディカル及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。 



  独立監査人の監査報告書  

  平成19年２月９日

株式会社やまねメディカル  

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 小川 一夫  ㊞ 

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 中川 一之  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社やまねメディカルの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社やまねメディカルの平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券届出書提出会社）

が別途保管しております。 



  独立監査人の監査報告書  

  平成19年６月22日

株式会社やまねメディカル  

  取締役会 御中  

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 中川 一之  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 奥見 正浩  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社やまねメディカルの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第５期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社やまねメディカルの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。 
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